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  4　 同上。一方，家族従業者については，現在も3 ～ 4割近くが農林業に従事している。
  5　 暉峻（2003）151–158頁。

























































  7　 たとえば1965年を例に取ると，出稼ぎと新規就職者の合計が100万人であったのに対し，挙家離農とみなされる世
帯主の転出就職は都府県については4000人程度に過ぎない（吉田2003：69頁）。
  8　 暉峻（2003）192–193頁。





















































































































































































































































































































働き方は， 「父」 と 「あととり息子」 が核となって農
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